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,1.は じめ に
本稿は,1998～1999年 度に文部省科学研究費補助による共同研究(萌 芽
的研究 ・課題番号1087089)と して行われた 「内水面漁業協同組合の環境保
全機能一環境経済学および環境社会学か らの接近一」①の研究成果報告書 ・
第1部[文 献研究一]]「 内水面漁業制度の確立と流域環境 ・漁類資源問題一
1949年 衆議院水産委員会での議論を中心に一」 を加筆 ・訂正 し,掲 載する
ものである。 この[文 献研究一1]は,当 該研究の全体構成 において,そ の
中心部分を占める 「全国の内水面漁協の環境保全活動に関する調査票調査」
(1999年5～7月 実施)に 先行 してなされた,一 連の文献研究 の端緒 として
位置づけらている。 したがって,[文 献研究一1],即 ち本稿では,現 行の内
水面漁業制度の確立過程を,主 として環境経済学における環境保全制度分析
の立場か ら検討することで,一 義的には,当 該制度の確立以降に展開された
主要な批判論および内水面漁業関係者が指摘する現行制度上の今 日的な流域
環境 ・魚類資源問題群を統一的に把握するために有効であり,二 義的1こは,
文献研究に後続する調査票調査において調査項目の策定に資する仮説群を導
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出する際に有効 となる,独 自の分析視角の設定が目指されている。
2.戦 後漁業制度改革の歴史的背景
一般に,戦 後諸改革の一環 としての,ま た農地改革か らの波及的要請とし
ての漁業制度改革は,明 治期漁業法により確立 した旧漁業権制度総体のもつ
「非民主的」・「封建的」な残津の払拭,即 ち漁業生産力の 「権桔」の除去に,
その目的があったとされている。 しか しなが ら,こ の改革が,漁 業生産力の
基盤でありまだ国民生活の基盤で もある海面および内水面それ自体の保護に
ついては,全 く不十分なものであったことが経済復興 と高度経済成長の過程
で明 らかにされ,こ の課題は今日的なものとして存続 している。 したがって,
以下では,特 に旧内水面漁業制度の改革=新 制度確立の過程 に焦点を当て,
水産行政担当者,立 法者,漁 業者代表,遊 漁者代表および他の利害関係者が
一同に会 した衆議院水産委員会での議論を,流 域環境および魚類資源の保護
の観点から整理 し,批 判的に検討する。
まず歴史的な事実 として確認すべきは,第 一次世界大戦か ら第二次世界大
戦にかけてのいわゆる戦問期に,急 速な重化学工業化にともない,「 水質汚
漬問題」が内水面 ・沿岸で全国的に広がっていた事実である。そして 「水質
保護法案」が準備されっつも,そ の立法化が総力戦体制下で実現 しなかった
事実である(2)。したがって第二次世界大戦直後 は,空 襲 による工場破壊が水
質汚染を一時的に緩和 したものの,漁 業制度改革時において水質問題は大い
に危惧すべきものとして潜在 していた。また,戦 前期の発電用ダム開発にと
もなう河川の寸断,魚 類の遡上障害は戦後においても継続 していた。
次に考慮すべき事実は,戦 中 ・戦後の食料調達のために,魚 類資源収奪が
内水面 ・沿岸で進行 していたことであり,食 料 としての魚類の需要増大基調
と乱獲 とが,戦 後かなりの時期まで継続 していたことである。なお,戦 中 ・
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戦後初期には,内 水面 ・沿岸において爆発物や薬剤などを利用 した漁場環境
破壊的な漁法が,漁 業者 ・密漁者において多 く採用されていたことにも着目
すべきである。
3.新 漁業法制定過程 における水質汚染問題 ・河川寸断問題の
継続 ・拡大への危惧
河川湖沼および沿岸での水質汚染問題(主 に産業廃水問題)は,1949年
の新漁業法制定を目的とした衆議院水産委員会において,行 政官の調査報告
および公聴会での漁業者代表の発言 によって指摘され,独 自の内水面漁業
(権)制 度が必要であるとする主張の根拠とされた。つ まり漁業権の物権性
に基づく汚染者への対抗権原が要求 され,新 漁業法に対 して汚染規制条項の
明文化が要請 されたのである。新漁業法では,内 水面において区画漁業権以
外の漁業権を認めないとする第1案(1949年5月9日 委員会提出)が 修正
され,最 終的に第5種 共同漁業権が内水面 に設定されることとなった。 しか
しなが ら,水 質 ・魚類資源保護に関する規定は第1案 どおり,第65条 にお
いて主務大臣(農 林大臣)ま たは知事による漁業調整命令の発動の対象およ
び内容 として,「(五)水 産動植物に有害な物の遺棄又は漏せつに関する制限
又は禁止」 と 「(六)水 産動植物の繁殖保護に必要な物の採取又 は除去に関
す る制限又は禁止」が条文化 されるにとどまった。
他方,戦 前からの河川湖沼利用の重層性 ・競合性に起因する利用者相互間
の対立の緩和および解消については,第1案 にあった 「さく河魚類の保護」
条項が第71条 として制定され,そ こでは主務大臣による魚類通路妨害工作
物の設置制限および禁止,除 害工事命令が条文化 された。 しか しなが ら,妨
害工作物の除去工事については,妨 害者への国家補償義務および工事要請利
害関係者(主 に漁業者)に よる補償義務が付帯 された。なお第1案 には,工
事要請利害関係者すなわち漁業者による補償義務条項はなかった。
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以上か ら産業廃水をめぐる鉱工業者 と漁業者 ・遊漁者 との対立および河川
法に基づ く河川改修事業 と内水面漁業 ・遊漁 との対立 といった河川湖沼の水
質や魚類資源にかかわる問題は新漁業法の制定過程において軽視 されたと判
断できる。また,慣 行農業水利権 と内水面漁業 ・遊漁 との対立および電源
(ダ ム)開 発と内水面漁業 ・遊漁との対立といった河川湖沼の水量 や河川の
寸断にかかわる問題に関 しても,被 害者である漁業者 ・遊漁者 に不利に取 り
扱われたと考えられる。なお,新 漁業法の第65条 および第71条 の水質 ・魚
類資源保護に関する諸条項は,内 容的にはほぼ同一の条文として,同 法制定
か ら2年 後に新たに制定された水産資源保護法(1951年12月17日)へ と
移されることとなった。
ともあれ,新 漁業法制定過程において,流 域環境 と魚類資源の保護に関す
る以下のような多様かっ具体的な漁業関係者の意見がら水産委員会の場に直
接的あるいは間接的に集約された点は確認される必要がある。まず,内 水面
漁業への共同漁業権の免許は次の理由か ら要請された(3)。
① 河川法 ・電気事業法との調整が必要である。(懇 談会での長野県漁業
者の意見)
② 乱獲防止 ・魚類資源保護が必要である。(懇 談会での新潟 ・長野 ・兵
庫各県漁業者の意見)
③ 発電所 ・堰堤による漁業被害の国家賠償が必要である。(懇 談会での
京都府漁業者の意見)
④ 鉱害 ・汚水からの水質保護が必要である。(九 州地域懇談会での漁業
者の意見)
⑤ 内水面に専用漁業権があるため乱獲防止ができ,工 場悪水か らの資源
保護ができていた。(神 奈川酒匂川漁業会長の陳情)
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次に,新 漁業法に対 して水質保護条項の明文化を要請する意見は,以 下の
ような内容であったω。
① 第1案 の繁殖保護条項における 「有害なものの遺棄又は漏せっ」に対
する刑罰が軽い。水質汚毒 について防止条項を法案で規定せよ。(静 岡
県漁連参考人の意見)
② 水質汚毒防止を漁業法で規定せよ。(東 京都荷受け組合代表の意見)
③ 工場悪水制限と埋立規制の条項を漁業法に入れよ。(岡 山県漁連代表
の意見)
④ 魚付 き林保護などの保護規定が漁業法にはない。(静 岡県漁協代表 の
意見)
⑤ さく河性魚類保護を強化せよ。魚道遮断はだめだと明文化せよ。(新
潟県漁業者の意見)
⑥ 鉱業 と化学的工業施設による沿岸被害が拡大 してお り,さ く河性魚類
保護を沿岸にも適用せよ。(長 崎県漁業者の意見)
こうした危惧および意見をふまえ,当 時水産委員会理事であった鈴木善幸
氏は1949年11月25日 の委員会で,新 漁業法案の修正 に際 して水質汚毒防
止規定を加える旨の発言を行った。
しか しなが ら,水 質汚染防止についての規定は新法案において明文化され
ることな く,11月29日 に衆議院で,11月30日 に参議院で可決 された。 そ
のため我が国における水質汚染防止に関する立法は,後 に東京都の江戸川河
口域 における本州製紙汚水事件を契機 とする1958年 のいわゆる水質二法
(公共用水域の水質の保全に関する法律および工場排水等の規制に関す る法
律)ま で待たねばならなか ったのである。
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4.新 漁業法制定過程における内水面漁業権と
流域環境問題に関する議論
明治期 の漁業法(1901年 制定,1910年 改正)に おいては,内 水面 に対 し
て,沿 岸 と同様の専用漁業権の免許制度が適用され,こ の漁業権は,担 保性
を有する物権とされた。そして,農 村社会を背景として展開された沿岸漁業
と同様に,内 水面の漁業者の間にも階級的および階層的対立がもたらされた。
さらに,そ こには漁業者と遊漁者との対立 も加わった。 したがって新漁業法
の制定に際 して,こ れらの対立を解消するため,そ の第1案 では専用漁業権
制度の廃止と,そ の代替策として区画漁業権制度および国営増殖方式の導入
が提案された。 しか し最終的には,増 殖事業を代行 し,増 殖義務を履行する
ことを条件として,第5種 共同漁業権が(非 譲渡性と非担保性,設 定 ・更新
の知事認可を付帯条件として)流 域の漁業協同組合に免許される制度となっ
た。 その結果,漁 業者相互間の利害対立は協同組合原則にそくして自主に緩
和 される方向に進むものと見なされ,他 方,漁 業者と遊漁者との対立(遊 漁
規則および遊漁料をめぐる対立)を 緩和するための措置として,知 事による
遊漁規則(遊 漁料の設定を含む)の 認可制度や漁業者代表 ・遊漁者代表と学
識経験者 を含む内水面漁場管理委員会による諮問制度が確立 した。
この物権 としての第5種 共同漁業権は,沿 岸での共同漁業権と同様,物 権
的請求権(妨 害排除請求権および妨害防止請求権)を 伴 うことになる。 しか
し,既 に述べたように水質や水量の維持に対する他産業からの妨害は戦間期
に社会問題化 し,戦 後,全 国各地で再発 しっっあった。にもかかわらず,水
産委員会におい亡物権的請求権それ自体とその発動の要件,対 象者,範 囲な
どに関する公式見解は,法 案作成者側からほとんど表明されなかった。他方,
漁業者側においても,魚 類資源保護に関する諸条項の罰則強化と水質保護規
定の条文化を求める見解を表明するにとどまり,物 権的請求権についての議
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論を積極的に喚起 していない。既に述べたように,「 さく河魚類」 への通路
妨害的な工作物(ダ ムや堰)に 対 しての除去費用の要請者(漁 業者)負 担条
項は,漁 業者にとって極めて不利に機能する。にもかかわらず,そ れに対す
る批判や疑義の表明は委員会の場では全 く行われていないのである。さらに,
民間事業あるいは公共事業が内水面漁業権に抵触する場合の補償問題に関 し
て も,水 産委員会で十分に討議 された形跡はない。 これらのことは,流 域環
境と魚類資源の保護という今 日的観点から見 ると重大な問題が,新 漁業法に
関する当時の議論において看過されていたことを端的に示 している。換言す
れば,流 域環境と魚類資源の保護 という課題には,本 質的に既存世代と将来
世代の資源配分上の利害対立 という問題が含まれることが,内 水面漁業権制
度の設計に際 してほとんど認識されておらず,そ れゆえに論議 されていない
のである。なお,あ えて この種の世代間における利害対立の調整機能の所在
を新漁業法に求めるならば,漁 業権の行使規則 と遊漁規則の遵守を監督すべ
き知事とこの知事の諮問機関としての漁場管理委員会にそれを求めることが
できる。 とりわけ漁場管理委員会の構成員に加わる学識経験者にそれを求め
ることができる。とはいえ,新 漁業法において知事および学識経験者が将来
世代の利益を代表するものとして位置づけられている形跡はない。 また当然
なが ら,近 年問題視されている遊漁者による魚類資源収奪や流域環境破壊 に
ついての危惧も行政側および漁業者側か ら水産委員会の場で表明された形跡
はない。
5.内 水面漁業制度 における増殖事業および漁協 ・
漁業者 ・遊漁者 の位 置づけ
新漁業法の第1案 において,内 水面では 「料金」を納める採捕 ・養殖業者
に区画漁業権を与え,遊 漁者にも 「料金」を課 し,政 府はこの 「料金」をもっ
て内水面での増殖事業を行うとされていた。こうした方針は,既 に戦前期か
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ら内水面での増殖事業については漁業者団体に対 して多少な りとも補助金が
交付 されていたことからもわかるように,民 間による魚類資源増殖には限界
があるとみなす行政側の認識に基づ くものであった。 したがって第1案 では,
漁業者団体ではな く国家が増殖義務を負うこと,増 殖費用は国か ら各県へと
配分 され,次 に県か ら増殖事業の実施機関としての漁業者団体(区 画漁業権
を免許 された漁業者および共同漁業権を保有 しない協同組合)へ 配分される
ことが構想 されていた。 こうした国営増殖方式には,魚 類資源が国有財産 な
いし公共信託財産であるとみなす思想が暗黙裏に前提されていた。国営増殖方
式に対 して,水 産委員会では漁業者側から次のような反対意見が表明された(5)。
① 雇われてやる増殖と自らやるそれとは違 う。(長 野県漁業者の意見)
② 増殖 ・監視 ・保護は官庁だけでは絶対不可能。(長 野県漁業者の意見)
③ 既に組合費の8～9割 が増殖事業に向けられている。(山 梨県漁業者の
意見)
④ 国営増殖は夢物語,明 治8年 の太政官布告(漁 場国有宣言による乱獲,
漁業秩序の混乱の全国的発生一筆者注)の 二の舞になる。漁民による自
主管理が現実的である。(漁 業関係者の意見)
こうした意見が出されたのは,国 営増殖方式が漁業者の主体性を剥奪する
のみならず,漁 場管理を杜撰にし,結 局,魚 類資源の収奪を招 くことが危惧
されたたあである。また,漁 業者の反対論には,戦 後の食料難に際し,海 に
面さない内陸地では自発的な魚類増殖 ・養殖事業が蛋白質の供給源として既
に軌道に乗 りっっあり,農 山村地域の副業 として定着 しつつある状況が背景
にあった。それは陳情や公聴会における栃木,長 野,山 梨各県漁業者の発言
か らうかがうことができる。
増殖 ・養殖事業の展開に着 目すれば,こ の事業が漁業者団体によって自主
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財源で行われる限り,魚 類資源は 「私的=協 同組合的」所有の対象として囲
い込まれることになる。新漁業法が最終的に,増 殖義務の履行を条件として
内水面漁業協同組合に共同漁業権を免許するにいたった経緯については,通
説によれば,国 営増殖方式に対する漁業者(団 体)の 反対やGHQの 反対が
その原因として指摘されている。 しか しなが ら,国 営増殖方式か ら共同漁業
権免許への転換を是認する根拠は,増 殖 ・養殖事業が既に事実として漁業者
によって自主的に担われており,共 同漁業権免許後も行政指導の下で十分に
増殖義務を担わせうるとみなす行政側の判断があったことにも求められよう。
とはいえ,こ の判断は,次 の二点で矛盾を孕んでいる。第一に,増 殖事業に
公的補助金が交付されない場合に限って,漁 業者団体による魚類資源の 「私
的=協 同組合的」囲い込みは自己完結 し,魚 類資源の自然的公共財としての
側面を度外視することができる。第二に,河 川湖沼が法的にも現実的にも私
的に所有 されない自然的公共空間である限り,非 漁業者=非 漁協組合員によ
る流域環境および魚類資源の利用を排除 しえないこと,特 に人為的に増殖さ
れた魚類資源と天然の魚類資源を区別 し,前 者の非漁業者=非 漁協組合員に
よる採捕を完全に排除できないという問題(公 共経済学のいう排除不可能性)
がある。そして,こ うした矛盾は,漁 業者 と遊業者の対立として露呈する。
実際,新 漁業法制定過程での水産委員会公聴会の場において,遊 漁者代表
は,内 水面漁業権を共同漁業権 として漁業者団体に免許 しない方針とセ ット
となった国営増殖方式を強く支持 した。遊漁者代表の見解は次のような内容
であった(6)。
① 内水面での職業的漁業者 は約20万 人であるが,釣 り人 は数100万 人
規模で存在する。
② 内水面では専業者は特殊で少数であり,そ のほとんどは半片手間の季
節的副業者である。
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③ 共同漁業権が内水面漁協に免許 されなくても,そ れは漁業者の生活権
の問題ではない。
④ 内水面では組合が 「勝手に遊漁料を徴収 し」,遊 漁者は 「ひどく不当
な圧迫」を受けている。根拠のない遊漁料が問題である。
⑤ 過去の実績か らみて,組 合は増殖事業および遊漁料徴収事業の適格者
ではない。
⑥ 内水面の魚族保護を国家 ・地方官庁が行えば,釣 り人はよろこんでそ
の費用を負担する。
⑦ 漁業権が免許 されないことで内水面が釣 り人に解放される。
遊漁者代表から見たこのような内水面漁業および漁業者の特殊性について
は,漁 業者 自身 もまた公聴会や陳情の場で次のように認めていた(η。
① 組合員の構成は専業者5%,通 年副業者20%,季 節的副業者35%,
遊漁者40%。(栃 木県漁業者の公聴会での意見)
② 内水面漁業は季節的副業であり,専 業者は漁業者の1/10～1/12。(栃
木県漁業者の陳情での意見)
③ 戦前,釣 りは娯楽 ・スポーツだったが,戦 後は食料供給源となり副業
化 ・専業化 した。(長野県漁業者の陳情での意見)
遊漁者代表の意見に着目すれば,彼 らにとっては,本 質的には自らと同質
とみな しうる漁業者が,組 合を設立 し漁業権を免許 されることで,漁 場 の
「私的=協 同組合的」独占と遊漁料の 「私的かっ恣意的」な設定を行いうる
点,そ して遊漁料がどの程度増殖事業に還流 しているかの情報が全 く開示さ
れない点が問題であった。 したがって遊漁者代表は,漁 場独占の排除と公的
な遊漁料の設定 ・徴収を求めたのである。
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しかしながら新漁業法は,最 終的に増殖義務の履行を条件に漁協へ共同漁
業権を免許 し,漁 協の制定する遊漁規則については知事 による許可制を採用
した。そして,許 可条件 として,遊 漁料の設定が魚類資源の 「増殖及び漁場
の管理に要する費用の額に比 して妥当なものであること」(漁業法第129条)
を明文化する方針を採択 した。 さらに既述のように,知 事の諮問機関として
漁業者代表 ・遊漁者代表 と学識経験者を含む漁場管理委員会の設置を制度化
した。 また同時に,前 年(1948年)制 定の水産協同組合法が一部改正 され
て,内 水面漁協 自身による構成員資格の設定条件が,例 外的に,漁 協の所在
する地域の住民で年間 「30日から90日 まで」(一 般的 には 「90日 か ら120
日まで」)水産動植物の採捕を行 う者へと緩和された(水 産協同組合法第18
条)。 こうして遊漁者に組合加入の道が開かれたのである。 なお,組 合員相
互の漁場利用関係を規制する漁業権(入 漁権)行 使規則 は,行 使(入 漁)料
の設定を含み,そ れも知事の許可を要するものとした(漁 業法第8条)。 し
たがって行使料に組合員賦課金(水 産協同組合法弟23条)を 加えた額 と遊
漁料 との比較秤量が可能 となり,遊 漁者にとって組合員との漁場利用上の公
平性を求め組合に加入することが可能 となったのである。
ところで,新 漁業法での内水面漁業の取 り扱いにおいて改めて確認される
べきは,漁 業者,遊 漁者,そ して漁協の経済的性格である。既に述べた様に,
水産協同組合法では漁業者 と遊漁者の区別は組合員資格条件の緩和により曖
昧化 された。組合員=漁 業者 は年間の採捕活動 日数で規定され,採 捕魚類の
販売の有無やその金額では規定されていない。 しか しなが ら,緩 和された採
捕活動 日数の設定においては,暗 黙裏に営利志向の強い採捕者を漁業者とし,
非営利的でレジャー志向の採捕者を遊漁者 とみな している。他方,漁 協は水
産協同組合法において,出 資持ち分の譲渡制限,議 決権の平等原則,加 入制
限の禁止,余 剰金配当の制限などを有する非営利的な経済組織とされている。
漁業権 という物権の保有 ・管理が非営利的な漁協に担われ,こ うした漁協は
(61)61
政経論叢 第69巻第1号
形式的には営利志向の漁業者 を構成員とするが,実 質的には営利を志向 しな
い遊漁者を も構成員として含むことになる。そ して,漁 協に属さない遊漁者
に対 しては,自 治体の規制の下で,漁 協が漁場利用に関する規則(遊 漁規則)
を制定 しその遵守を条件に漁場利用を許可するのである。その結果,漁 協と
組合員 との間の経済関係は,漁 業権行使料の授受において,比 喩的にいえば
土地所有者 と借地人との問の長期的な土地(漁 場)利 用権の賃貸関係として
現れ,漁 協 と非組合員である遊漁者 との間の経済関係は,遊 漁料の授受にお
いて,土 地所有者 と短期的な(一 年間の)あ るいは一時的な(一 日間の)土
地(漁 場)利 用者 との間の賃貸関係 として現れることになる。
結局,内 水面における 「広義」の漁業的利用の内部経済関係に着目すれば,
'
新漁業法は,当 該水面 に関する漁業権の保有 ・管理主体を漁協に確定 し,こ
の権利の漁業者および遊漁者への貸借関係を規定するものであったと考えら
れる。そして,そ こでは,こ うした 「広義」の漁業関係者が形成する内部経
済関係の自主的な持続的再生産が,内 部利害対立への行政による調整的介入
とこの関係の外部から生 じる利害対立(流 域環境破壊)に ついての漁業権の
物権性に基づく(そ して,そ の限界が後に露呈する)自 主的な調整とを条件
として,流 域環境 と魚類資源の持続可能な再生産を担保するものとみなされ
ていた。 しかしながら,こ の内部経済関係の再生産過程の要である増殖事業
それ自体に,魚 類資源の自然的再生産を阻害する傾向が潜在する点を,次 節
で指摘するように,新 漁業法は正 しく見定めてはいなかったのである。
6.内 水面漁業制度における増殖事業と魚類資源の
自然的再生産との矛盾
新漁業法における内水面漁業権の知事による免許 ・更新は,漁 協による増
殖義務の履行が絶対的な条件 となる。増殖義務の設定には,魚 類資源の再生
産規模に対する自然的制約と漁業者および遊漁者の乱獲 とによる魚類資源枯
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渇に対する公共的立場か らの危惧が前提とされている。 しか しながら,こ の
公共的立場 とはいかなる利害を代表赤るかが問われるべきである。制度設計
時において,魚 類資源は一義的には市場性のある食料であり,二 義的には魚
類採捕 というレジャー兼 自給的食料調達活動の対象であった。純粋なレジャー
あるいはレクリエーションとしての魚類の採捕 ・再放流という今日的なマナー
を遵守する遊漁者の存在はほとんど考慮 されていなかった。従 って,食 料生
産 という観点か らは,魚 類資源増殖の技術的な方法を人工的繁殖魚類の放流と
するか,あ るいは自然的増殖の人為的促進とするかを政策的に確定する必要は
なく,当 然,こ の点についても水産委員会ではほとんど議論されていない。
増殖事業は主に漁業者からの漁業権行使料,遊 漁者からの遊漁料,さ らに
組合員からの賦課金を自主財源とする。 よって,い かなる魚種を漁業権の対
象 とし,い かなる増殖方法を採用するか,そ して財源を具体的にどのように
配分するかについては,概 ね漁協 に任 されることになる。増殖事業について
は,新 漁業法制定後に次のように解釈 され,そ れが普及 している。すなわち
「増殖 とは人工ふ化放流,稚 魚または親魚の放流,産 卵床造成等の積極的人
為的手段により採捕の目的をもって水産動植物の数および個体の重量を増加
せ しめる行為」(8)であると解釈され,ほ とんどの漁協に普及 している。 とは
いえ,増 殖義務が履行されない場合の知事による増殖命令 と命令違反時の免
許取消を規定する新漁業法第128条 の下では,増 殖義務履行の評価において,
その 「客観的」指標 としては漁業権対象魚類の各年度 ごとの人工放流量:が選
択されやす く,そ れ故,産 卵床の造成などの自然的増殖機能の人為的促進 と
いらた長期的に効果が期待される自然繁殖方式ではなく,種 苗 ・稚魚 ・成魚
の養殖あるいは購入とその放流による増殖方式が漁協において選択 される傾
向が強まる。こうした放流増殖主義の矛盾は,後 に漁業権対象魚類の自然繁
殖率の傾向的低下,漁 業権対象外の魚類の減少および生態系の撹乱 ・生物多
様性の劣化として発現する。 このような状況を招いた一因として,内 水面漁
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業制度の確立過程において,現 世代の漁業者 ・遊漁者と将来世代の漁業者 ・
遊漁者および流域環境の享受者⑨との間の対立が全 く想定 されなか ったこ
とが指摘できる。この時点での議論に,将 来世代は食料としての特定魚類資
源の量的確保ではなく,む しろ多様な魚類 とその餌や生育条件となる動植物
群を含む流域環境の総体的な生物多様性の保護を選好するとみなす観点が先
取 りされていたならば,そ の後の過度 な放流増殖主義へ偏向は多少なりとも
修正 され得たと考え られる。 しか しなが ら,こ うした観点の先取 りは,当 時
のわが国の生態学的知見と自然保護についての一般的意識の未発達,さ らに
は食料生産水準の低位性を考慮すれば,不 可能であったことが了解されよう。
7.小 括
一内水面漁業制度に関する文献研究および調査票調査に
有効な分析視角の設定一
新漁業法制定過程での内水面漁業制度をめぐる上述の議論をふまえ,流 域
環境および魚類資源の保護の観点 に即せば,現 世代の漁業者 ・遊漁者 ・他の
流域環境利用者(主 に産業的利用者),将 来世代のこれ らの各流域環境利用
者 と既述の流域環境の享受者を利害関係者とみなすことで,理 念的には極め
て多数の利害対立のパ ターン(次 元)を 想定することができる。そして,過
去および近年の利害対立状況,将 来的利害対立の蓋然性を考慮 して,こ れら
の多数の利害対立パ ターンか ら主要なものを取捨選択 し,利 害の共同性を基
準に統合することで,次 の4っ の次元を分析視角 として設定することができ
る。さらに,こ の分析視角は,内 水面漁業制度の確立 から現在(1999年)
までに公表された各種文献における諸議論を整理 ・分析する際と,そ れに引
きつづいて行 う内水面漁協の環境保全機能の解明を目的とする調査票調査に
とって前提的かっ基礎的な仮説群を導出する際に,参 照枠 として有効であろ
うと考えられる。4っ の次元とは以下である。
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[1]漁 業者と漁業者との間の流域環境 と魚類資源をめぐる対立
[D]漁 業者 と遊漁者との間の流域環境と魚類資源をめぐる対立
[皿]漁 業者 ・遊漁者 と他の流域環境利用者との間の流域環境 と魚類資源
をめぐる対立
[IV]現 世代の漁業者 ・遊漁者 ・他の流域環境利用者(お よび内水面漁業
制度)と 将来世残のこれらの各流域環境利用者および流域環境の享受
者 との間の流域環境 と魚類資源をめぐる対立
最後に,こ の分析視角に即 して以上の叙述を整理することで,こ の稿の小
括としたい。
[1]漁 業者と漁業者との間の流域環境 と魚類資源をめ ぐる対立は,現 行
の内水面漁業制度の確立過程において,戦 前期の流域社会(農 山村社
会)の 階級的 ・階層的対立に規定 されていたとの認識に基づき,そ の
解消が主要な政策課題とされた。そ して,こ の課題の解決は第5種 共
同漁業権の保有 ・管理主体としての漁協の設立 とその自主的 ・民主的
運営に託 された。
[H]漁 業者と遊漁者との間の流域環境と魚類資源をめぐる対立は,戦 前期
から存続 しており,内 水面漁業制度の確立過程において,漁 協による遊
漁規則と遊漁料の設定への知事および漁場管理委員会による公的介入と
遊漁者への組合加入条件の緩和とによってその解消が目指された。
[皿]漁 業者 ・遊漁者と他の流域環境利用者との間の流域環境と魚類資源を
めぐる対立は,内 水面漁業制展の確立過程で水質汚染 と河川寸断の問題
として論議された。 しかしながら,新 漁業法は水質汚染の規制について
の明確な条文を欠き,河 川寸断の復元費を漁業者にも求める点で,内 水
面漁業(権)の 存立基盤である流域環境 と魚類資源の保護に関する行政
上の監督義務を軽減 し,問 題の解決を先送 りすることになった。
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[IV]現 世代の漁業者 ・遊漁者 ・他の流域環境利用者(お よび内水面漁業
制度)と 将来世代のこれらの各流域環境利用者および流域環境の享受
者 との間の流域環境と魚類資源をめぐる対立 は,内 水面漁業制度の確
立過程でほとんど考慮 されていない。また,同 制度の確立の2年 後に
水産資源保護法が,「水産資源の保護培養」の効果 を 「将来にわたっ
　 　
て維持する」ことによって,あ くまでも 「漁業の発展に寄与すること」
(第1条,傍 点一筆者)を 目的として制定されたが,こ こでも遊漁者,
さらには流域環境の享受者の将来的な利益は看過されていた。
付 記
以上の分析視角を適用 して行った,現 行内水面漁業制度に関する批判論と
内水面漁業関係者が指摘する現行制度上の今日的な流域環境 ・魚類資源問題
群の統一的な把握,さ らには調査票調査に際 しての調査項目の策定に資する
仮説群の導出については,次 号以降に稿を改め掲載する予定である。
《注》
(1)こ の共同研究は研究代表者である筆者の他,以 下の研究分担者(1999年 度
の所属 ・職名)に よってなされた。田部井潤(浜 松大学国際経済学部助教授),
鈴木孝光(浜 松大学国際経済学部専任講師),伊 藤剛(明 治大学政治経済学部
専任講師)。
なお,研 究報告書(2000年4月 文部省提出済)の 構成(担 当)は 以下である。
第1部 内水面漁業協同組合の環境保全機能に関する文献研究(大 森正之)
第2部 内水面漁協の環境保全機能に関す る調査 と分析結果(大 森正之,
田部井潤,鈴 木孝光,伊 藤剛)
第3部 環境経済学および環境社会学か らみた内水面漁協 の環境保全機能
(大森正之,田 部井潤)
第4部 調査票調査およびデータ分析に関する資料 ・統計集(大 森正之,
田部井潤,鈴 木孝光,伊 藤剛)
(2)大 森正之 「両大戦間期 『水質汚濱』問題」『漁業経済研究』31-1,1986を 参照。
(3)以 下の,①②③④については,衆 議院 「第五回国会衆議院水産委員会議録第
二十一号」1949.9.5を 参照。⑤については,衆 議院 ・「第五回国会衆議院水産委
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員会議録第二十九号」1949.9.2fを 参照。
(4)以 下の①については,衆 議院 「第六回国会衆議院水産委員会議録第九号」
1949.ll,16を 参照。②③④については,衆 議院 「第六回国会衆議院水産委員会
公聴会議録第二号」1949.ll.17を 参照。⑤⑥については,衆 議院 「第六回国会
衆議院水産委員会議録第十二号」1949.11.19を 参照。
(5)以 下の①②③については,衆 議院 「第五回国会衆議院水産委員会議録第二十
九号」1949.9,28を 参照。④については,衆 議院 「第六回国会衆議院水産委員
会公聴会議録第三号」1949.11.18を 参照。
(6)以 下の①～⑦ については,衆 議院 「第六回国会衆議院水産委員会公聴会議録
第三号」1949.1L18を 参照。
(7)以 下の①②③については,衆 議院 「第五回国会衆議院水産委員会議録第二十
九号」1949.9.28を 参照。
(8)金 田禎之 『実用漁業法詳解(増 補十訂版)』 成山堂1997.p.76
(9)こ こでいう 「流域環境の享受者」とは,わ が国も加盟する 「生物の多様性 に
関する条約」(1993年)の 用語を用いれば,「経済上」の価値以外の,特 に 「レ
クリエーション上」,「生態学上」,「遺伝上」,「社会上」,「科学上」,「教育上」,
「文化上」,「芸術上」の価値を流域環境における生物多様性に認 め,こ れ らの
価値を自らの活動によって追求する人々として定義づけられよう。 なお,遊 漁
者が食料調達の手段として行う魚類の採捕活動は,「 経済上」の価値の追求を
主 とし,「 レクリエーション上」の価値の追求を従とするものと考え られる。
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